
新行政経営戦略における取組予定一覧

1　市の経営方針に基づく行政運営の推進
(1)経営方針の設定
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

経営方針の設定方法
の確立

実施計画策定作業に併せて、まずは市長方針を示し、
安定的に部経営方針、課長方針、個人目標の設定につ
なげていくことが課題である。

島田市経営方針の設定手
順の確立

経営方針の設定について検証、改善を行
い、平成32年度分の作業（平成31年度に
実施）までに設定手順を確立する。

経営管理
課

(2)方針管理制度の充実
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

方針管理制度の充実
方針管理シートにおける課長方針の作成に当たり、目
標（目指すべきゴール）、目標を達成するための方策、
管理指標、目標値の設定がうまくいっていない。

方針管理における目標、方
策、管理指標、目標値の点
検等により個別事業のＰＤ
ＣＡの質を向上させる。

・方針管理シート（目標、方策、管理指標、
目標値）の継続的な点検の実施
・研修の実施

経営管理
課

継
続

トータル・マネジメント
の仕組みの構築

・方針管理制度を、人事考課の前段として実施していた
目標管理制度とつなげることにより、市長方針から職員
個人の目標管理までを一体のシステムとして構築した。
・今後は、総合計画、行政評価、予算編成等のシステム
が連携するトータル・マネジメントの仕組みを構築するこ
とが課題である。

トータル・マネジメントの仕
組みを構築により、ＰＤＣＡ
サイクルを連動させ、効率
的な行政経営を目指す。

方針管理制度を軸とし、総合計画、行政
評価、予算編成、人事考課などの各シス
テムが連携するトータル・マネジメントの仕
組みを構築する。

経営管理
課
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２　人材育成の推進
(1)意識改革と意欲の喚起
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

職員意向調査を踏ま
えた人事異動を実施
する。

・人事異動は、所属の意向だけでなく、職員の意向につ
いてもできる限り配慮している。
・職場での人間関係や職務内容の不適応等で悩む職
員もいるが、全体のバランスを考慮することを優先して
いる。このため、異動先希望達成率60％は妥当である
と考えている。
・引き続き、意向調査書の提出率を高い水準で維持す
ることにより、適材適所の人事異動につながるものと考
える。

・意向調査書の提出率75％
以上を維持することを目標
とする。
・希望達成率60％を目標と
する。

・人事異動の方針を明文化し、毎年度メン
テナンスしていく。
・人事異動の内示時には概要を添付し、
職員の納得性を高めるとともに、必要に
応じて所属長や人事当局から本人に説明
し、モチベーションの向上を図る。

人事課

継
続

年間研修計画に沿っ
た研修の実施

・毎年職員研修計画を策定し、自主研修、職場実務研
修、職場外研修を実施している。職場実務研修では、
庁内実務研修として、会計事務等実務を学ぶ研修だけ
でなく、地方創生等の新鮮な話題について時期を得て
行うとともに、職員のプレゼンテーション能力の向上も
併せて目的としていく。
・職場外研修では、定例の階層別研修だけでなく、市町
村アカデミー等派遣研修に加え、講演会研修として「時
局講演会」を開催し、潮流を知る組織風土の醸成に取
り組むものとする。
・情勢に敏感で、また視野が広く先進的なアイデアを生
み出せる職員を育てることが重要である。

・庁内実務講座の講座件数
を、年間10件以上とする。
・幅広い研修機会を設け、
研修の総受講者数を年間
500人以上とする。

・例えばグループウェアで研修報告を庁内
公開するなど、職員間で研修成果を共有
化し、費用対効果を挙げていく。
・アンケートなど、幅広く職員の意見を取り
入れ、職員のニーズや時代に合った研修
の実施に努める。

人事課

継
続

自らの経験やありたい
将来像について考慮し
ながら、自らの職務を
形成する職員を育成す
る。

・キャリアデザインの必要性や求められるスキルの明確
化が必要。特に今後は女性職員に配慮した研修メ
ニューも重要となる。
・新規採用内定者と採用１年目、２年目職員のフォロー
アップ研修において、早い段階から自己研鑽の定着に
努めている。
・優れたアイデアがあっても提案しにくい風土でないか
危惧されるため、モチベーション維持のため、職場環境
の現状把握をし、必要に応じ見直しを行っていく。

・新採内定者と採用１、２年
目職員のフォローアップ研
修の年５回の開催。
・階層別研修（主事・主査
級）のそれぞれ年１回の開
催。
・風土調査の実施。

・引き続き、新規採用内定者と採用１年
目、２年目職員のフォローアップ研修での
自己研鑽の定着化に努める。
・階層別研修（主事・主査級）での自己研
鑽の定着化。
・風土調査の実施。

人事課
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(2)資質の向上と多様な人材の活用
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

島田市人材育成基本
方針に基づく、求めら
れる職員像の育成を
行う。

・研修により、人材育成基本方針に基づく求められる職
員像の育成を実施している。
・平成28年度新人事評価制度の正式導入に伴い、職員
研修への参加を評価の対象として位置付けている。
・全職員が人事評価制度、人材育成基本方針、各研修
を連動して捉えられるよう職員へ周知していくことが重
要。

庁内実務講座等による研修
年１回以上の開催

職員の理解度を把握しつつ、適宜、適切
なメンテナンスを行う。

人事課

継
続

保育士の資質と保育
行政の向上のため、
他市、民間保育園と人
事交流を行う。

・配属先が限られる保育士は、閉鎖的・硬直化した無気
力な状況に陥る恐れがある。
・他市、民間保育園のそれぞれの良さを認識すること
で、知識、技術、人脈等を活かすことで双方の資質向上
を目指す。
・また、客観的に市の保育園を見ることにより、問題点
の発掘を目指す。
・人数の少ない保育士ということで、交流先・交流元とも
対象者の選考に苦慮していくことが予想される。

毎年１人以上の保育士の
人事交流を行う。

交流先の市の要求に配慮しつつ、安定し
た人事交流を継続する。

人事課

継
続

通信教育受講者に対
して受講料援助を行
う。

・受講料の１／２相当額を援助している。（１講座２万円
を限度）
・自分のペースで、自宅でも手軽に学べる手法であり存
在意義は大きい。また、低コストで実施できている。
・多忙な業務の中での自主研修のため、受講者の確保
に苦慮している。

年間５人以上の通信教育
受講

・業務やキャリアデザインに繋がる魅力あ
る講座をそろえることで、受講者数の増を
目指す。
・この制度の存在、通信教育の利点など
を職員へ発信し、認知度を高めていく。

人事課

継
続

任期付採用制度によ
る専門職の任用・活用

・行政ニーズの多様化と高度化、業務量の増加に対応
するために、また、既成概念に捉われない事業を展開
し他団体との差別化を図るため、高度で専門的な知識
を有する任期付職員の役割や必要性は年々増大して
いる。
・平成29年度当初において、９人の任期付職員を任用
している。

・任期付職員の任用を10人
程度で維持していくことを目
標とする。
・定員管理数に算入される
ため闇雲に人数を増やすこ
とは得策ではないが、必要
性を勘案し、適宜増減を判
断していく。

・定員管理や正規職員採用数とのバラン
スに最大限の配慮をしつつ、必要な職種
や人材を見極めて、任期付職員を任用す
る。
・本人の実績や所属の意向等を踏まえ
て、必要に応じて任期を延長する。

人事課
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区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

再任用制度の有効活
用

・行政ニーズの多様化、高度化や業務量の増大化に対
応するため、定年退職後の職員についても、その技術
等を活かし、後輩職員に継承していくことを目的に再任
用している。
・平成29年度当初において、22人（※）の再任用職員を
任用している。
※ 定員管理計画対象者714人中

・再任用職員の任用を25人
（±３人程度）で維持するこ
とを目標とする。
・短時間の再任用職員につ
いても、任用を進めていく。

・定員管理や正規職員採用数とのバラン
スに最大限の配慮をしつつ、再任用職員
を必要とする所属と本人の意向とのマッチ
ングを図り、定年退職後の職員を再任用
する。
・定員管理外となる短時間再任用職員に
ついては、臨時職員・非常勤職員との住
み分けや予算に配慮しつつ任用していく。

人事課

(3)人事評価制度の充実
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

人事評価制度の定着

・地方公務員法の改正を受け、平成28年度から人事評
価制度を正式導入した。
・職員間・所属間で、評価基準の統一化が図られている
とは言い難く、納得性や公平性が十分得られていない
状況である。
・将来的には、人事評価の結果を処遇に反映させる必
要がある。

・人事評価（評価者、被評価
者）研修を毎年度実施し、
被評価者については、平成
33年度時点の正規職員の
受講率99％を目標とする。
・人事評価制度検討委員会
（評価者部会、被評価者部
会）を毎年度開催する。

・人事評価制度に係る職員からのよくある
質問をＱＡ方式により全庁ＬＡＮ掲示板で
随時情報提供する。
・人事評価システムについて研究し、導入
経費とシステム活用によるメリットを明確
にする。必要に応じてシステム導入を検
討する。
・人事評価結果の処遇への反映について
研究及び検討をする。

人事課
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３　組織力の強化
(1)総合計画と組織の整合
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

新
規

定員管理計画に基づ
き、計画的で効率的な
人員配置を行う。

・職員の年齢構成が不均衡であり、これを是正すること
等を目的として、現行の定員管理計画は５年間で16人
増とする計画となっている。
・次期計画は、年齢構成の不均衡是正に配慮しつつ
も、人口規模や財政規模の縮小を見据えたものにする
必要があると思われる。

・行政組織・人員配置のヒア
リングは、調査票の記載内
容から判断し、必要な所属
のヒアリングを行う。
・人事異動に係る部長及び
所属長のヒアリングは、実
施率100％を目標とする。
・平成31年度中に、計画期
間を５年間とする次期定員
管理計画を策定する。

・定員管理計画に基づき、必要な職種や
人材を見極め、計画的な職員採用を行
う。
・事務事業のバランスや職員の心身等状
況は刻々と変化していくため、行政組織・
人員配置のヒアリングと人事異動に係るヒ
アリングにより状況を詳細に把握し、組織
力が最大限に発揮できる人員配置を行
う。

人事課

継
続

総合計画の施策体
系・目的に合致した組
織づくり

･平成30年度からの組織については、平成29年度に策
定作業を行っている新総合計画（案）に合わせ編成して
いる。
・今後、推進施策として継続していく必要がある。

組織を総合計画の施策体
系と目的に沿った組織へ再
編する。

毎年、各課とのヒアリングを行い、課題解
決するとともに政策推進型の行政運営体
制への転換、外部環境変化への対応、市
民にとっての利便性の向上を図っていく。

経営管理
課

(2)組織内分権の推進
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

意思決定の仕組みの
見直し

＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞
経営管理
課

継
続

決裁権限の移譲 ＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞
経営管理
課

継
続

予算の枠配分の検討 ＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞ 財政課

継
続

人員の枠配分の検討 ＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞ 人事課
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(3)横断的行政課題への対応
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

「地域包括ケアシステ
ム推進ビジョン」に基
づく横断的な協議の実
施

・住み慣れた地域で誰もが最期まで自分らしく暮らすこ
とができるよう、「地域包括ケアシステム」の構築が求め
られている中、平成28年度に健康福祉部５課による包
括ケア連絡会議を実施。平成29年３月に「島田市地域
包括ケアシステム推進ビジョン」を策定し、島田市の目
指す姿を示した。
・「地域包括ケアシステム」の構築にあたっては、職員
が課題を共有し、必要な取組や具体化に向けた手法等
を関係部署が検討し、実施していく必要がある。

「地域包括ケアシステム」構
築に向けて、「地域包括ケ
アシステム推進ビジョン」に
基づく横断的協議を実施す
る。

・「地域包括ケアシステム」の職員向け周
知の実施（講演会の継続実施等）
・所属の枠を越えた、課題や情報共有の
実施
・「地域包括ケアシステム」構築に向けた、
「地域包括ケアシステム推進ビジョン」に
基づく横断的協議の実施

包括ケア
推進課

継
続

国指定史跡・島田宿
大井川川越遺跡の保
存・管理・活用事業

・島田宿大井川川越遺跡整備基本計画を策定中
・街道への自動車の制限。迂回路の設置。
・景観の規制。
・飲食物販施設の誘致。
・文化財保護・観光振興・住民生活の両立。

整備基本計画の策定

川越遺跡整備委員による協議及び庁内
の横断的グループによる調査研究に基づ
き、30年度に川越遺跡整備基本計画を策
定する。

文化課

継
続

新東名島田金谷IC周
辺開発プロジェクトの
推進

・新東名島田金谷IC周辺地区において、都市的土地利
用を進め「稼ぐ拠点」を創出することを目指し、賑わい交
流拠点施設の開業や工業用地の造成に向けて、用途
地域の指定や基盤整備作業を進めている。
・賑わい交流拠点施設には、マルシェや特産品の販売
所、観光案内所機能を盛り込む予定であり、農林及び
商工・観光担当課との調整が必要である。
・用途地域指定後の個別用地の開発について、所管課
である都市政策課と連絡調整を行い進める必要があ
る。

・新東名島田金谷IC周辺地
区の都市的土地利用の推
進のために、関連する部署
の連携を強化する。
・関係課（戦略推進課、都市
政策課、農林課、商工課、
観光課）によるプロジェクト
会議の開催　24回

・プロジェクト会議開催による進捗状況の
共有（月２回程度）
・賑わい交流拠点施設におけるマルシェ
や観光案内所設置に向けたワーキング会
議への参加
・関係課職員による先進地視察

内陸フロ
ンティア
推進課

継
続

庁内で連携し債権管
理事務の一層の適正
化を図る。

債権管理に対する意識の高さについては、所属により
ばらつきがある。

関連する部署の職員間で
債券管理に関する知識や
債権管理状況の共有化を
図る。

関連する部署の職員で組織する債権管理
委員会の開催

経営管理
課
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区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

新
規

「しずおか中部連携中
枢都市圏」における連
携推進

・少子高齢化や人口減少が進む中であっても、行政
サービスを維持しつつ新たな行政ニーズに柔軟に応え
ていく必要がある。
・他の自治体との連携による効果的・効率的な施策展
開が求められている。

・「しずおか中部連携中枢
都市圏」において、構成す
る５市２町（静岡市、島田
市、焼津市、藤枝市、牧之
原市、吉田町、川根本町）
がそれぞれ主役となる多極
分散型の連携を進め、地域
経済の活性化や生活関連
機能サービスの向上、都市
機能の集積・強化を図る。
・「しずおか中部連携中枢
都市圏ビジョン（H29～H33
年度）」で設定している取組
分野ごとのKPIの達成を目
指す。

・「しずおか中部連携中枢都市圏ビジョン
登載事業」の評価検証（KPI達成状況な
ど）に基づき、毎年度、必要な見直しを行
う。
・実施計画策定に合わせて各課事業の広
域連携可否を調査するなど、毎年度の「し
ずおか中部連携中枢都市圏ビジョン」の
見直しの際に、当市の連携要望を構成市
町に伝え、協議するスキームを作り、実効
性のある取組につなげる。

戦略推進
課

新
規

志太３市市長会談合意
事項に係る取組推進

・少子高齢化や人口減少が進む中であっても、行政
サービスを維持しつつ新たな行政ニーズに柔軟に応え
ていく必要がある。
・他の自治体との連携による効果的・効率的な施策展
開が求められている。

志太３市市長会談を通じ、
志太圏域における行政サー
ビスの維持・向上や地域の
活性化を図る。

・志太３市市長会談を継続開催し、合意事
項の実現に向け、所管課を交えた連携事
業調整会議を開催する。
・過去の会談で合意された事項の取組状
況等を把握し、更なる連携や業務改善の
必要性について検討・調整する。

戦略推進
課

４　効率的・効果的な行政運営の推進
(1)行政評価制度の創設
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

総合計画及び実施計
画の評価制度の構築

・現行政経営戦略において、総合計画基本計画、実施
計画の成果目標の設定を行ったが、評価の手法が確
立されていない。
・評価制度に関する戦略推進課と経営管理課の役割が
明確になっていない。
・実施計画と方針管理が連動しきれていない。

評価制度を構築し、ＰＤＣＡ
サイクルの成果を後期基本
計画につなげる。

・総合計画、実施計画の目標に対する評
価の手法を検証する。
・実施計画と方針管理制度をつなげる。

経営管理
課
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(2)業務の標準化
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

新
規

作業手順書の作成と活
用・定期的な見直し

＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞
経営管理
課

(3)業務改善の推進
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

職員提案制度の活用

・職員自らが業務改善を行った実績提案が少ない。
平成28年度提案　123件　うち実績提案　26件
・職員の業務改善への意識改革を行うための取組が必
要である。
・実績提案は、職員が自ら実践した改善であるため、実
現が難しいアイディア提案より高く評価される必要があ
る。

・職員の業務改善意識の定
着化を図る。
・平成33年度　職員提案（実
績提案）　120件

・庁内グループウエアの掲示板等を活用
し、他市の優れた業務改善の事例等を定
期的に示し、積極的な改善の実践と提案
を促す。
・職員が実践した業務改善の職員間にお
ける共有化及び職員提案に対する意識を
高めるため、職員提案審査の一環として
職員投票を行う。
・優れた提案については事例発表を行
い、改善実践例の全庁内への展開を図る
とともに、更なる職員の改善意欲の高揚を
図る。
・毎年、取り組み結果を検証し、職員の改
善意識が定着するよう制度の見直し等を
検討し取り組んでいく。

経営管理
課

新
規

スクラップ・アンド・ビル
ドの手法の調査・研究

・人口減少社会を迎える中、予算規模が拡大している。
・増えていく事業に対し、人員が不足している。
・事業ビルドが先行し、事業スクラップができていない。
・事業スクラップ、事業の優先順位に関する職員の意識
が低い。

事業の適切なスクラップ・ア
ンド・ビルドの手法を研究
し、行政コストを適正化を目
指す。

・事業スクラップ手法の調査・研究
・行政評価制度との連動に関する調査・研
究
・研修の開催
・事業のスクラップ・アンド・ビルドに関する
方針の策定

経営管理
課

(4)新規事業事前評価の仕組みづくり
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

新規事業事前分析制
度の本格運用

・新規事業の政策効果に係る事前分析を平成29年度か
ら試行している。
・実施計画、予算編成、立法法務と連動していない。

新規事業の政策効果に係
る事前分析を実施計画、予
算編成、立法法務とつな
げ、本格運用を開始する。

・関係課とともに実施計画、予算編成、立
法法務と連動する仕組みを構築する。
・実施計画、予算編成、立法法務の書式
を統一する。

経営管理
課
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５　財政の健全化
(1)多様な収入の確保
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

低・未利用の公的不
動産の貸付や不要な
土地・建物の売却の
促進

・公共施設の再編が進んだ場合、未利用となる公的不
動産（土地・建物）が発生すると見込まれるが、これらの
利活用に関する検討プロセスが確立されていない。
・各課が所管する行政財産の利活用の状況を一元的に
把握する体制が整備されていない。

・公的不動産の貸付・売却
に関する一般的な判断基準
等を明示するため、指針を
整備する。
・利活用の状況に関する情
報の共有に向け、資産経営
会議を定期的に開催し、全
庁的な視点から利活用策を
検討する体制を構築する。

・他の地方自治体における先進事例（公
民連携手法の活用等）の調査研究を通し
て、利活用策検討に当たってのポイントを
整理する。
・公的不動産の利活用に関する指針を整
備する。
・具体的な案件について資産経営会議等
で協議する。

財政課

新
規

広告収入などの新た
な自主財源の確保

・現在、本庁舎正面玄関ロビーに広告付き案内表示板
を設置し、庁舎案内と市内主要施設の案内表示を行っ
ている。
・広告付き案内表示板の設置により、行政財産使用料
とともに広告掲出料として市の収入を得ている。

・本庁舎だけでなく他の施
設、また建物だけでなく土
地や道路等についても、広
告掲出等による新たな自主
財源の確保と市有財産の
有効利用を図る。

・市の施設における案内表示板等の設置
可能性について関係課と協議する。
・他市の実施事例について、調査を進め
る。
・業者から、他の自治体への設置実績や
提案等について情報収集を行う。

財政課

継
続

広告収入などの新た
な自主財源の確保

ホームページバナー広告収入が減少傾向にある。

・ホームページのＣＭＳ更
新。
・スマホやタブレットも含ん
だ閲覧件数ホームページ閲
覧件数を増加させ、バナー
広告収入を増加させる。

・平成30年度において、ホームページＣＭ
Ｓの更新を行う。
・平成31年度以降はホームページを効果
的に運用し、閲覧件数を増加させる。

広報課

継
続

ふるさと寄附金返礼品
送付事業の推進

・平成28年度は寄附額93,949,001円、平成27年度は寄
附額25,303,000円であった。
・平成29年４月1日の総務省通知を受けて、平成29年９
月１日よりお礼の品の返礼率を３割に変更したことによ
り寄附件数が大幅に減っている。返礼率を見直してい
ない自治体に寄附が流れたことが原因であると思われ
る。
・今後はさらなる地場産品の掘り起こしや、積極的なＰ
Ｒ、また寄附の使い道のアピールの仕方を工夫して行く
必要がある。

ふるさと寄附制度を通じて
地場産品など島田の魅力を
全国にＰＲし、地場産業や
観光を活性化させる。

・既に協力をいただいている事業者には、
さらなるお礼の品の提案を呼びかけ、平
行して新規事業者の掘り起こしをする。
・ポータルサイトの増設や広告媒体の活
用など積極的にＰＲ活動をすることによ
り、寄附者の目に止まる機会を増やす。
・ふるさと寄付事業の本旨に立ち戻り、島
田市の魅力や課題などを寄附の使途に
よって寄附者へわかりやすく伝える。

協働推進
課
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(2)公共施設マネジメントの推進
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

計画的保全サイクル
の構築・運用

・公共建築物（建物・設備）の計画的な保全（修繕・更
新）の実施に関し、全庁的な視点から優先順位を付け
合理的に予算を配分する方法を検討中である。
・保全計画の検討に当たり、公共施設の再編に関する
方針と連動した取組が求められる。

公共施設の品質に関する
評価結果、建物・設備の耐
用年数及び将来的な再編
の方向性を踏まえて中期保
全スケジュールを作成し、
計画的に修繕・更新を実施
する。

・一定以上の規模を有し、かつ重要度の
高い公共建築物を対象として、定期的に
劣化診断を実施し、品質を適正に評価す
る。
・公共建築物の修繕・更新費用の予算編
成に当たり、品質評価の結果や公共施設
の再編方針に基づき適正に予算が配分さ
れるよう、必要な調整を行う。

財政課

新
規

公共施設における包
括管理委託方式の導
入

・公共建築物の維持管理業務（各種設備保守、警備、
清掃、特殊建築物定期調査、日直等）は、一部を除き
各施設所管課が業務委託契約締結から委託料支払い
にわたる一連の事務を個別に実施している。
・平成28年度における主要な約100施設（直営のみ）の
維持管理業務の概要は次のとおり。
○契約件数：約400件
○支出伝票の起票件数：約2,000件
○支出額：約２億8,000万円

・公共建築物の維持管理業
務のうち各施設に共通する
ものについて、包括的なア
ウトソーシングを通して、職
員がコア業務に専念するこ
とができる環境を整備する
とともに、専門性を持つ民
間事業者の創意工夫により
品質の向上とコストの削減
を図る。

・他の地方自治体における先進事例の調
査研究を通して、包括管理委託方式のメ
リット・デメリットや導入に当たってのポイ
ントを整理する。
・各施設所管課とのヒアリングを実施し、
現状把握を進める。
・対話型市場調査（マーケットサウンディン
グ）を通して民間事業者の意向を把握し、
対象施設、業務の範囲及び要求水準を検
討する。
・事業者選定、契約を経て、複数年にわた
り継続的に業務を実施する。

財政課

新
規

都市計画マスタープラ
ンを見直し、多極ネット
ワーク型都市構造の
形成を目指したまちづ
くりを進める。

・第2次総合計画及び国土利用計画の策定を踏まえ、
都市計画マスタープランを見直す必要がある。
・特に、総合計画における人口予測、人口目標を踏まえ
ると、今後、人口減少社会は避けられず、市内に立地
する商業施設、医療施設、社会福祉施設などの業務効
率低下により立地が成り立たなくなり、都市機能の維持
が困難となるおそれがある。
・都市機能を維持していくために、公共交通を軸とした
拠点への都市機能の集積と連携を重視した「コンパクト
＋ネットワーク」を構築することにより、都市全体で一定
の圏域を維持し、誰もが便利に必要なサービスを受け
られ、財政面・環境面でも負担の少ないまちづくりが求
められる。

立地適正化計画制度に
沿って、都市計画マスター
プランを見直し、「コンパクト
＋ネットワーク」の構築を目
指して、具体的な目標及び
目標達成のための具体的
な施策を位置付け、目標達
成のための評価管理を実
施する。

・都市計画マスタープラン見直しのため
の、課題整理、分析とともに、「コンパクト
＋ネットワーク」の構築のために必要な基
礎調査を実施する。
・市民意向調査、地域懇談会など市民の
意見を十分に聴取し、都市計画マスター
プラン策定委員会により計画を策定する。
・計画策定後は、目標達成のための評価
管理を実施する。

都市政策
課
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(3)効果的・効率的な財政運営
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

公の施設の使用料に
おける見直し

・平成19年度以降使用料の見直しが行われていない。
・使用料算定において、受益者負担のあり方について
基準がない。

・公の施設の使用料におけ
る受益者負担の適正化を
図る。
・平成31年10月に使用料を
改定する。

・公の施設に係る受益者負担の基準案を
作成する。
・基準案に基づき使用料の試算を行う。
・関係課等と協議する。
・行政経営会議等において協議する。
・基準を作成する。
・基準に基づき算定した使用料について、
条例改正を行う。
・使用料改定について、広報紙、HP、各施
設等において広報し周知を図る。
・平成31年10月に使用料を改訂する。

経営管理
課

継
続

補助金等の見直し ＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞
経営管理
課

継
続

新地方公会計制度に
係る財務書類の活用

・本市は、平成20年度決算から新地方公会計制度とし
ての「総務省改訂モデル」形式を採用し財務書類を作
成し、公表している。
・総務省が平成27年１月に新地方公会計制度に係り
「統一的な基準」を策定し、平成29年度までに新たな基
準による財務書類を作成するよう要請があり、本市では
本年度末までの作成、公表を進めている。
・各自治体において統一的な基準による財務書類が作
成されることにより、固定資産台帳の整備や自治体間
の比較可能性の確保といった観点から財務書類のマネ
ジメント・ツールとしての活用が期待されるため、本市に
おいても具体的な活用方法について今後検討を進める
必要がある。

統一的な基準により作成す
る財務書類情報の活用を
図る。

・統一的な基準により他市との比較が可
能となることから、本市の位置づけを明ら
かにするとともに、市民一人あたりの資産
額、行政コストなど、市民にわかりやすい
財務情報の公表を行う。
・公共施設マネジメントにおける施設の統
廃合を進めるに当たり、フルコスト情報の
活用を図る。
・固定資産台帳と公有財産台帳等の統合
による資産情報の一元管理を図る。
・県が主催する行政経営研究会、静岡県
市政事務研究会財政部会、中部３市財政
事務研究会などを通じ、活用方法の検討
を進める。

財政課
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区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

新
規

土曜開庁・平日時間延
長、行政サービスセン
ターのあり方の検討

・平成29年４月から市民課の平日時間延長業務を週３
回（月、水、金）に縮小した。また、金谷南支所及び川根
支所は、週１回（木曜日）とし、併せて金谷南支所で実
施していた土曜開庁業務を廃止した。
・平成29年１月から、個人番号カードを利用したコンビニ
での住民票の写し等の証明書発行サービスを開始し
た。
・市民の意見の収集（アンケート実施）やコンビニ交付
の利用状況等を検証し、土曜開庁・平日時間延長、行
政サービスセンターのあり方を検討する必要がある。な
お、平成32年度から土曜開庁業務を廃止する（併せて
行政サービスセンターの証明書交付業務を廃止する）こ
とが決定されている。

・土曜開庁、平日時間延長
（市民課、金谷南支所、川
根支所）実施について再検
討する。
・行政サービスセンターのあ
り方について、業務の削減
（廃止）を目指す。

・窓口での市民アンケートの実施を行う。
（市民課、南支所、川根支所、行政サービ
スセンター）
・アンケート結果、各窓口での利用状況、
コンビニ交付状況の分析を行う。
・市民課、南支所、川根支所の平日時間
延長の改正案を作成する。
・行政サービスセンターの業務削減（廃
止）の検討を行う。
・必要に応じて条例改正を行う。
・必要に応じて広報紙、HP,各施設等にお
いて広報し周知を図る。

市民課

継
続

指定管理者制度の適
切な運用

・指定管理者に対する監督の徹底等制度の適正な運用
を図るため、施設所管課及び指定管理者における制度
の理解を深めるよう努める必要がある。
・指定管理者制度を規定する地方自治法に記載のない
自主事業について、考え方を整理する必要がある。

制度の適切な運用を図る。
・制度説明会開催
・指定管理者候補者選定・評価の実施

経営管理
課

継
続

中部学校給食センター
の調理業務委託化

・南部学校給食センターの調理業務・全校への配送・全
校での配膳業務の委託を実施している。
・中部学校給食センターの調理業務委託を実施する時
期について、現在いる正規職員（調理員）21人の配置
等を考慮し、開始時期を決定する必要がある。

・南部学校給食センターの
調理業務、全校への配送、
全校での配膳業務の委託
を継続する。
・中部学校給食センターの
調理業務を民間委託の委
託時期、方向性を決定す
る。

・南部学校給食センターの調理業務、全
校への配送、全校での配膳業務の委託
の次期委託（平成32年度～平成36年度）
を契約する。
・正規調理員の配置について関係各課と
協議する。
・中部学校給食センター調理業務の委託
時期、方法を決定する。
・委託業者の選定方法、委託内容の検討
をする。
・委託金額の算定をする。

学校給食
課
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区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

財源の確保とともに、納
税の責任と公平性の観
点から、国民健康保険
税の収納率を向上させ
る。

ここ数年は徴収努力により収納率は上昇しているが、
保険税負担の公平性確保の観点から、収納率向上の
ための取組みをさらに強化し、新規滞納者を増加させ
ないことが課題である。
現年分  　平成27年度　　　　　平成28年度分
未納額 　　127,434,742円 　　　99,328,834円
収納率　　 94.66％ 　　　　　　　 95.61%

滞納繰越分 平成27年度　　　　　平成28年度分
未納額 　　　509,245,177円 　　　441,264,072円
収納率 　　　25.08%　　　　　　　　 26.97%

平成33年度まで現年収納
率95%を維持する。

・催告書の送付、休日納税相談の開設（９
月、12月、３月）
・国保税決定通知書発送時など様々な機
会を捉えて口座振替を勧奨する。
・差押予告書等を発送しても納付がない
者に対しては、早期に財産調査を実施し、
滞納処分に着手する。
・滞納整理に関する情報収集や徴収連携
のため、納税課と相互協力体制を密にす
る。困難事案については、静岡県滞納整
理機構へ徴収事務の引継ぎを行う。
・被用者保険加入者の国保脱退の勧奨等
を行い、資格の適正化を継続する。
・滞納者への簡易申告書の提出を勧奨す
る。
・居所不明者の実態調査を実施する。

国保年金
課

継
続

学校給食費の収納率
の向上

・現年度の学校給食費は、各小中学校で徴収管理して
いるが、未納となった場合、過年度の給食費未納者は
学校給食課で管理している。
・児童手当受給対象者は、その支給にあわせた納付相
談及び児童手当からの申し出による徴収を行い、成果
をあげているが、数年前の未納者からの徴収に苦慮し
ている。

学校給食費の収納率を向
上させる。

・収納率を向上させる。
現年度収納率　99.8％以上
過年度収納率　30.0％以上
・過年の未納者については、引き続き訪
問し納付を促していくとともに、債権管理
委員会の意見を聞き、適正な処理を行う。

学校給食
課

継
続

市税の収納率の維
持・向上（基幹システ
ムの改修）

・現在、法人市民税及び市県民税（特別徴収）について
は、納税者が納付書で税金を納めている。このため、納
付に対する利便性が悪く日本税理士会連合会等から電
子的に納税可能なサービスについて要請が高まり、国
等において重点的に検討が進められている。

収納率　現年　対前年比＋
0.01％、滞繰　前年収納率
を維持

平成30年度
事務手続きの調査・調整
基幹システムの改修及び試験
平成31年度
事務手続きの調査・調整
eLTAX電子納税システムを導入し、基幹
システムへ取り込み、収納消し込み作業
を行う。

納税課
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区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

市税の収納率の維
持・向上（滞納整理サ
ブシステムの導入）

・現在、滞納整理業務は市税基幹システムSBS情報シ
ステム「staff suite」を使用している。
・地方税法の改正で平成28年4月より徴収猶予、換価猶
予の運用を条例施行することに伴い、確定延滞金等、
より適正な債権管理が求められるが、現行のシステム
では限界があり、滞納整理に特化したシステムの導入
が求められる。

収納率　現年　対前年比＋
0.01％、滞繰　前年収納率
を維持

平成31年度
滞納整理サブシステムを導入し、債権管
理を行う。

納税課

継
続

収納率向上のために債
権管理を適正に行う
（保育料）

平成27年度収納率：現年度分99.2％、過年度分23.4％
平成28年度収納率：現年度分99.3％。過年度分23.1％
・滞納した者に対して、督促、催告、納付相談を実施し
ているが、滞納処分のノウハウがなく、滞納処分が実施
できていない。
・滞納者に対して児童手当からの納付を行っている。

現年度分収納率：99.6％
過年度分収納率：前年度収
納率を維持

現年度分滞納者
・督促後に実施する催告、財産調査、滞
納処分の流れを作り実施していく。
・滞納があった場合には早期に児童手当
からの支払いを促す。
過年度分滞納者
・納付計画どおりに納付できていない場合
には、滞納処分を実施していく。
・居所不明者の実態調査を実施する。

保育支援
課

継
続

公共下水道事業の地
方公営企業法の適用

・地方公営企業法の非適用事業(団体)である。
・総務大臣から平成32年度までに適用に向けた準備を
するようにとの要請(H27.1.27付)があった。

平成32年度より地方公営企
業法適用事業(団体)とな
る。

・関係課と協議する。
・関係機関(金融機関、税務署)等と協議す
る。
・条例改正を行う。
・企業会計システムを導入する。

下水道課

継
続

公営企業の経営健全
化

・平成32年度に上水道への経営統合を目指している。
・上水道の経営を圧迫させない方策が必要である。
・老朽化した施設の更新が必要である。

・上水道への経営統合に向
けて変更認可申請書の作
成と提出
・老朽化した施設の整備を
行う。

・30・31年度の2年間で変更認可申請の作
業を実施する。
・抜里簡易水道・犬間簡易水道・小川中平
簡易水道の施設整備を実施する。
・配水管の耐震化工事を実施する。

水道課
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６　市民との協働体制の確立
(1)透明性の向上と信頼の確保
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

行政情報の積極的な
開示

・市民や報道に対する、各部署の主体的な情報発信が
不十分。
・行政情報の発信方法が、一元化されていない。

・広報支援システム「サプ
リ」の本格運用。
・平成31年度中のサプリと
新CMS（ホームページシス
テム）の連携。

・全庁的なサプリ操作研修を継続する。
・新CMSとサプリ「行事カレンダー」との連
携を研究する。
・行政が運営するイベントカレンダー等の
一元化を協議する。
・民間情報の掲載基準を作成する。

広報課

継
続

島田市附属機関等の
会議の公開・会議の
公表

・職員への周知が不十分
・書類の取りまとめについても事務改善が必要

情報公開コーナーへの公表
とホームページへの掲載に
ついて事務フローを見直し
改善を図る。

・制度の周知
・公開の対象となる会議の拡大検討

経営管理
課

(2)市民協働の推進
区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

自治基本条例の制
定・運用

・平成26年度から自治基本条例の制定作業を開始し、
平成29年度に条例案に対するパブリック･コメントを実
施した。
・市民、議員及び市職員に対し、協働のまちづくりに関
する意識（ルールの必要性）の醸成を図る必要がある。

・条例を制定し、協働のまち
づくりのルールを周知する。
・市民等、議員、市職員に
対し、協働のまちづくりに関
する意識の醸成を図る。

・自治基本条例を制定する。
・協働のまちづくりの意識啓発を兼ね、市
民と行政との対話の場の実践として、各
地区でまちづくりサロンを実施する。
・職員研修を開催する。
・啓発用リーフレットを作成・配付する。
・協働のまちづくりの推進に関する行動計
画の策定を検討する。

地域づく
り課

継
続

ファシリテーター養成
研修

＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞
協働推進
課

継
続

パブリックコメントの実
施

提出意見の増加及び職員への制度周知を図る取組が
必要

市民等の意見を把握し市政
に反映させるため、パブリッ
クコメントの実施の徹底を
図る。

・職員に実施手引の活用を促し、制度の
目的、対象、提出された意見等の適正な
取扱い等を周知し、実施の徹底を図る。

経営管理
課
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区分 取組内容 現況・課題 目標 ４年間の具体的な取組事項 担当課

継
続

市民団体の活動の場
の充実

＜調整中＞ ＜調整中＞ ＜調整中＞
協働推進
課
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